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リース産業の現況調査結果（2024 年調査） 

 

１．目的 

    リース及びリース事業の経済活動の実態を適確かつ適時に把握し、社会に等しく公表することを

目的としてリース産業の現況調査を実施する。 
 
２．内容 

(1) 本社所在地 
(2) 資本金 
(3) 従業員数 
(4) 営業実績（リース売上高、リース債権残高、リース投資資産残高、賃貸資産残高、割賦債権残

高、営業貸付金残高、リース取扱高、リース設備投資額） 
  (5) その他（株主、役員、設立年月日等） 
 
３．調査対象 
   リース事業協会会員 
 
４．調査時点 

   2024 年 8 月（営業実績については調査時点の直近の決算期とする。） 
 
５．公表 

  上記２．の調査内容は全項目を公表する。また、上記２．(1)から(4)については集計結果を併せて

公表する（協会ホームページ）。 
 
６．用語の定義 

    「本社所在地」：法人・団体の場合は本社・本部の所在地、それ以外の場合は主たる事務所の住所

とする。 
「リース売上高」：損益計算書に計上したリース売上高とする。 
「リース債権」：貸借対照表に計上した所有権移転ファイナンス・リース取引に係る資産とする。 
「リース投資資産」：貸借対照表に計上した所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産

とする。 
「賃貸資産」：貸借対照表に計上したオペレーティング・リース取引に係る資産とする。 
「割賦債権」：貸借対照表に計上した割賦販売取引及び延払条件付譲渡取引に係る資産とする。 
「営業貸付金」：貸借対照表に計上した営業貸付金に係る資産とする。 
「リース取扱高」：リース料総額（所有権移転外ファイナンス・リース契約及びオペレーティン

グ・リース契約）とする。 
「リース設備投資額」：物件の現金購入価額とする。 
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１．リース会社の所在地 

  リース会社の本社所在地の現況については、「関東・甲信越」110 社（48％）がもっとも多く、次いで

「近畿」33 社（14％）、「中部」25 社（11％）、「九州」23 社（10％）、「東北」15 社（7％）、「中国」9
社（4％）、「四国」7 社（3％）、「北海道」6 社（3％）の順となった（図１、表１参照）。 
  3 都府県別には、「東京都」75 社（33％）がもっとも多く、次いで「大阪府」15 社（7％）、「愛知県」

12 社（5％）の順となった（表１参照）。 
 
図１ リース会社の本社所在地（構成比） 

 

表１ リース会社の本社所在地（社数・構成比） 

 
正会員 賛助会員 合計 

社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 

1. 北海道 2 3% 4 3% 6 3% 
2．東北 7 9% 8 5% 15 7% 
3．関東・甲信越 42 53% 68 46% 110 48% 

 うち東京都 （31） （39%） （44） （30%） （75） （33%） 
4．中部 5 6% 20 13% 25 11% 

 うち愛知県 （3） （4%） （9） （6%） （12） （5%） 
5．近畿 3 4% 30 20% 33 14% 

 うち大阪府 （2） （3%） (13) （9%） （15） （7%） 
6．中国 3 4% 6 4% 9 4% 
7．四国 6 8% 1 1% 7 3% 
8．九州 11 14% 12 8% 23 10% 

合計 79 100% 149 100% 228 100% 
※構成比は小数点以下第 1 位を四捨五入しているため、合計と内訳の計は必ずしも一致しない。 
「北海道」：北海道 
「東北」：青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 
「関東・甲信越」：茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 新潟県 山梨県 長野県 静岡県 
「中部」：富山県 石川県 岐阜県 愛知県 三重県 
「近畿」：福井県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 
「中国」：鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県 
「四国」：徳島県 香川県 愛媛県 高知県 
「九州」：福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 沖縄県 
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２．リース会社の資本金 

  リース会社の資本金の現況については、「5,000 万円以上 1 億円未満」53 社（23％）がもっとも多く、

次いで「1 億円以上 2 億円未満」33 社（15％）、「3,000 万円未満」及び「3,000 万円以上 5,000 万円未

満」各 29 社（各 13％）、「2 億円以上 5 億円未満」27 社（12％）、「10 億円以上 30 億円未満」19 社

（8％）、「100 億円以上」17 社（7％）、「5 億円以上 10 億円未満」11 社（5％）、「30 億円以上 50 億円

未満」7 社（3％）、「50 億円以上 100 億円未満」2 社（1％）の順となった（図２、表２参照）。 
 
図２ リース会社の資本金（構成比） 

 

表２ リース会社の資本金（社数・構成比） 

 
正会員 賛助会員 合計 

社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 

1．3,000万円未満 8 10% 21 14% 29 13% 
2．3,000万円以上 5,000万円未満 7 9% 22 15% 29 13% 
3．5,000万円以上１億円未満 13 16% 40 27% 53 23% 
4．1億円以上 2億円未満 11 14% 22 15% 33 15% 
5．2億円以上 5億円未満 8 10% 19 13% 27 12% 
6．5億円以上 10 億円未満 3 4% 8 5% 11 5% 
7．10億円以上 30億円未満 10 13% 9 6% 19 8% 
8．30億円以上 50億円未満 5 6% 2 1% 7 3% 
9．50億円以上 100億円未満 1 1% 1 1% 2 1% 

10．100 億円以上 13 16% 4 3% 17 7% 
合計 79 100% 148 100% 227 100% 

※構成比は小数点以下第 1 位を四捨五入しているため、合計と内訳の計は必ずしも一致しない。 
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３．リース会社の従業員 

  リース会社の従業員の現況については、「20 人以下」58 社（26％）がもっとも多く、次いで「51 人

～100 人」41 社（18％）、「31 人～50 人」33 社（15％）、「101 人～300 人」32 社（14％）、「21 人～30
人」25 社（11％）、「1,001 人以上」15 社（7％）、「501 人～1,000 人」14 社（6％）、「301 人～500 人」

8 社（4％）の順となった。また、リース会社の従業員総数は 69,367 人となった（図３、表３参照）。 
 
図３ リース会社の従業員（構成比） 

 
 

表３ リース会社の従業員数（社数・構成比） 

 
正会員 賛助会員 合計 

社数 構成比 社数 構成比 社数 構成比 

1．20人以下 6 8% 52 35% 58 26% 
2．21人～30人 7 9% 18 12% 25 11% 
3．31人～50人 10 13% 23 16% 33 15% 
4．51人～100人 24 30% 17 12% 41 18% 
5．101 人～300人 15 19% 17 12% 32 14% 
6．301 人～500人 2 3% 6 4% 8 4% 
7．501 人～1,000 人 6 8% 8 5% 14 6% 
8．1,001人以上 9 11% 6 4% 15 7% 

合計 79 100% 147 100% 226 100% 
従業員数 (人) 29,787 - 39,580 - 69,367 - 

※構成比は小数点以下第 1 位を四捨五入しているため、合計と内訳の計は必ずしも一致しない。 
※2024 年調査から従業員数の定義を変更したため、一部の会員において前年より大幅に増加している。 
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４．リース会社の営業実績 

  リース会社の営業実績の現況については、資産残高では、「リース投資資産」10 兆 6,098 億円（36％）

がもっとも多く、次いで、「営業貸付金」9 兆 2,910 億円（32％）、「割賦債権」3 兆 7,424 億円（13％）、

「リース債権」3 兆 2,797 億円（11％）、「賃貸資産」2 兆 3,300 億円（8％）の順となった（図４、表４

参照）。 
リースに係る資産残高について、前年調査と比較してみると、「リース投資資産」（前年比 100.9％）、

「リース債権」（前年比 101.2％）、「賃貸資産」（前年比 109.3％）となった（図５参照）。 
  また、「リース売上高」は 5 兆 7,443 億円、「リース取扱高」は 4 兆 2,986 億円、「リース設備投資額」

は 3 兆 6,745 億円となった（表５参照）。 
 
図４ 資産残高（構成比） 

 

表４ リース会社の資産構成（金額、構成比）                  （単位：百万円） 

  

  

正会員 賛助会員 合計 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

1．リース債権残高 2,965,637 12% 314,056 7% 3,279,693 11% 
2．リース投資資産残高 9,053,361 37% 1,556,404 33% 10,609,765 36% 
3．割賦債権残高 2,306,453 9% 1,435,990 31% 3,742,443 13% 
4．営業貸付金残高 8,193,835 33% 1,097,184 23% 9,291,019 32% 
5．賃貸資産残高 2,025,573 8% 304,463 6% 2,330,036 8% 

合計 24,544,859 100% 4,708,097 100% 29,252,956 100% 
※構成比は小数点以下第 1 位を四捨五入しているため、合計と内訳の計は必ずしも一致しない。 
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図５ リースに係る資産残高推移（リース投資資産、賃貸資産、リース債権）    （単位：億円） 

 

 

表５ リース会社の営業実績（金額）                      （単位：百万円） 

 
正会員 賛助会員 合計 

社数 金額 社数 金額 社数 金額 

1．リース売上高 77 5,118,144 106 626,178 183 5,744,322 
2．リース債権残高 66 2,965,637 64 314,056 130 3,279,693 
3．リース投資資産残高 77 9,053,361 104 1,556,404 181 10,609,765 
4．割賦債権残高 76 2,306,453 77 1,435,990 153 3,742,443 
5．営業貸付金残高 46 8,193,835 35 1,097,184 81 9,291,019 
6．賃貸資産残高 65 2,025,573 61 304,463 126 2,330,036 
7．リース取扱高 73 3,478,138 79 820,441 152 4,298,579 
8．リース設備投資額 65 3,269,308 67 405,185 132 3,674,493 

※社数は当該調査項目の回答数を表す。 
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